
リフレッシュ旅行補助制度要綱 

 

（趣旨） 

第１条  この要綱は、一般財団法人香川県教職員互助会定款第４条（１）の規定に基づき実施するリフレッシュ旅

行補助金（以下「補助金」という。）の交付について必要な事項を定めるものとする。 
（補助の条件） 

第２条  会員（当該年度に補助金の交付を受けた会員を除く。）が、当該会員の会員期間が５年、１０年、１５年、

２０年、２５年又は３０年に達した日の翌日の属する年度に旅行する場合において、その旅行に要する経費（家

族を同伴する場合は、その旅行に要する経費を含む。）の一部を予算の範囲内で補助するものとする。 

２  会員期間が２１年から２９年に達した会員(会員期間が２５年に達した会員を除く。)  が定年により退職する

場合に、その退職年度に旅行する場合において、その会員期間に応じてその旅行に要する経費（家族を同伴す

る場合は、その旅行に要する経費を含む。）の一部を予算の範囲内で補助するものとする。 

（補助金の額等） 

第３条  前条に規定する補助は、次の各号に掲げる会員の区分に応じて、当該各号に掲げる金額以内で旅行に要

する経費以内の額とする。 

（１）会員期間が５年に達した会員 １０，０００円  

（２）会員期間が１０年に達した会員  １０，０００円  

（３）会員期間が１５年に達した会員  １０，０００円  

（４）会員期間が２０年に達した会員  １０，０００円  

（５）会員期間が２５年に達した会員  １０，０００円  

（６）会員期間が３０年に達した会員  ５０，０００円  

２  前条第２項に規定する補助は、次の各号に掲げる会員の区分に応じて、当該各号に掲げる金額以内で旅行に

要する経費以内の額とする。 

（１）会員期間が２１年から２６年に達した会員 １０，０００円 

（２）会員期間が２７年に達した会員  １０，０００円  

（３）会員期間が２８年に達した会員   １０，０００円  

（４）会員期間が２９年に達した会員   １５，０００円  

３  前２項の補助金は、一般財団法人香川県教職員互助会が指定する旅行会社の店舗において旅行を手配する場

合に、交付するものとする。 

（補助対象者の確認） 

第４条  補助金の交付の対象者（以下「対象者」という。）の確認は、年度当初に「互助会一覧」を所属所に送付

することにより行う。 

（補助金の申請） 

第５条 補助金の申請は、前条の確認済み「互助会一覧」に会員が申請印を押印することにより行う。 

（補助金の交付の決定） 

第６条  理事長は、前条の確認済み「互助会一覧」による申請を受理したときは、その内容を審査し、対象者と認

められる者に補助金の交付の決定をするものとする。 

２  理事長は前項の規定により補助金の交付を決定したときは、その旨を所属所長を経由して当該申請者に通知す

るものとする。 

（特殊の期間の通算） 

第７条  会員が出向等により、会員でなかった期間のうち、次に掲げる期間は第２条の会員期間であったものとみ

なす。 

（１）香川県職員互助団体に関する条例（昭和３８年香川県条例第２２号。（以下「条例」という。））第２条

第１号又は第３号に規定する互助団体に加入していた期間 
（２）香川県内の国立学校（学校教育法（昭和２２年法律第２６号）第２条第２項に規定する国立学校をいう。）



に勤務していた期間 

（３）高松第一高等学校に勤務していた期間 

（４）都道府県間の人事交流により他都道府県に勤務していた期間 

（５）その他理事長が認めた期間 

（補助の条件の緩和） 

第８条  理事長は、特に補助金の交付をすることが必要であると認めた者については、第２条の規定にかかわらず、

補助の条件を緩和することができる。 

 

      附    則 

１  この要綱は、平成６年４月１日（以下「実施日」という。）から実施する。 

２  実施日の前日において会員期間が３０年以上である会員が理事長の定める期間内に、県外に旅行する場合には、

その旅行に要する経費の一部を予算の範囲内で補助するものとする。 

３  前項の補助を行う場合には、第３条第１項第５項の規定を準用する。 

４  実施日の前日において会員期間が２５年以上である会員（会員期間が３０年に達したこととなる日以前に退職

する者に限る。）が当該会員の退職年度に県外に旅行する場合には、その旅行に要する経費の一部を予算の範

囲内で補助するものとする。 

    この場合において、第２条中「会員期間が１０年、１５年、２０年、２５年又は３０年に達した日の翌日の属

する」とあるのは「退職」と読み替えるものとする。 

５  前項の補助を行う場合には、第３条第１項第４号の規定を準用する。 

６  会員が、条例に規定する互助団体からこの補助金に相当するものを受けたことがある場合は、この要綱による

補助金を請けたものとみなす。 

      附 則 

１  この要綱は、平成７年４月１日（以下「実施日」という。）から実施する。 

２  実施日の前日において会員期間が３０年以上である会員（改正前の永年会員記念旅行補助制度要綱（以下「改

正前の要綱」という。）附則第２項に該当する者を除く。）が理事長の定める期間内に、県外に旅行する場合

には、その旅行に要する経費の一部を予算の範囲内で補助するものとする。 

３  前項の補助を行う場合には、第３条第１項第５項の規定を準用する。 

４  実施日の前日において会員期間が２５年以上である会員（会員期間が３０年に達したこととなる日以前に退職

する者に限り、改正前の要綱附則第４項に該当する者を除く。）が当該会員の退職年度に県外に旅行する場合

には、その旅行に要する経費の一部を予算の範囲内で補助するものとする。 

    この場合において、第２条中「会員期間が１０年、１５年、２０年、２５年又は３０年に達した日の翌日の属

する」とあるのは「退職」と読み替えるものとする。 

５  前項の補助を行う場合には、第３条第１項第４号の規定を準用する。 

６  実施日の前に、改正前の要綱の規定により受けた補助金は、改正後の永年会員記念旅行補助制度要綱の規定に

よる補助金とみなす。 

      附 則 

１  この要綱は、平成１０年３月５日から施行する。ただし、第３条第１項第１号については、平成１０年４月１

日から施行する。 

２  平成１０年３月５日以降に退職する会員で、会員期間が３０年に達したことにより、本要綱に基づき、永年会

員として７０，０００円に相当する額の旅行券の交付を受けている者又は７０，０００円に相当する額の旅行

券の交付を受けていない者に対しても、５，０００ 円に相当する額の旅行券を交付する。 

 附 則 



   この要綱は、平成１２年４月１日から施行する。 

    附 則 

   この要綱は、平成１３年４月１日から施行する。 

   附 則 

   この要綱は、平成１８年４月１日から施行する。 

   附 則 

   この要綱は、平成２０年４月１日から施行する。 

   附 則 

  この要綱は、平成２６年４月１日から施行する。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


